
平成２２年２月１２日

厚生労働大臣

長 妻 昭 殿

中央社会保険医療協議会

会 長 遠 藤 久 夫

答 申 書

（平成２２年度診療報酬改定について）

平成２２年１月１５日付け厚生労働省発保0115第１号をもって諮問のあった件

について、別紙１から別紙６までの改正案を答申する。

なお、答申に当たっての本協議会の意見は、別添のとおりである。



（別添）  

 

１ 再診料や外来管理加算、入院基本料等の基本診療料については、その在り方について

検討を行うこととするほか、財政影響も含め、平成２２年度診療報酬改定における見直

しの影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させること。  

 

２ 慢性期入院医療の在り方を総合的に検討するため、一般病棟や療養病棟、障害者病棟

を含めた横断的な実態調査を行い、その結果を今後の診療報酬改定に反映させること。  

 

３ 新生児集中治療の評価や小児救急医療の評価、有床診療所・療養病床の後方病床機能

の評価を含め、平成２２年度診療報酬改定で重点課題として評価した事項については、

見直しにおける影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に反映させる

こと。  

 

４ 平成２２年度診療報酬改定で講じることとした、厳しい勤務実態にある病院勤務医の

負担軽減及び処遇改善に係る措置の効果を検証するとともに、その結果等を踏まえ、い

わゆるドクターフィーの導入の是非も含め、更なる取組の必要性について、検討を行う

こと。  

 

５ 救急医療機関の勤務医の負担を軽減する観点から、保険者や地方公共団体をはじめと

する各関係者は、医療機関の適正受診に関する啓発を行うこと。また、その効果が現れ

ない場合には、更なる取組について検討を行うこと。  

 

６ 看護職員の厳しい勤務実態等を十分把握した上で、看護職員の配置や夜勤時間に関す

る要件の在り方を含め、看護職員の負担軽減及び処遇改善に係る措置等について、検討

を行うこと。  

 

７ 薬剤師の病棟配置の評価を含め、チーム医療に関する評価について、検討を行うこと。  

 

８ 訪問看護については、診療報酬と介護報酬の同時改定に向けて、訪問看護ステーショ

ンの安定的な経営や、患者の病状に合わせた訪問に対する評価の在り方について、検討

を行うこと。  

 

９ リハビリテーションや精神医療など、平成２２年度診療報酬改定で大幅な見直しを行

った分野については、その影響を検証するとともに、その結果を今後の診療報酬改定に

反映させること。  



 

１０ 平成２２年度診療報酬改定以降順次実施するＤＰＣの調整係数の廃止・新たな機能

評価係数の導入については、その影響を十分に評価するとともに、これを踏まえながら、

今後、最終的に設定する調整係数廃止後の評価方法等について引き続き検討を行うこと。

また、併せて高額薬剤の取り扱い等についても検討を行うこと。  

 

１１ 診療報酬と介護報酬の同時改定に向け、必要な医療・介護サービスが切れ目無く円

滑に提供されるよう、検討を行うこと。  

 

１２ 地域特性を踏まえた診療報酬の在り方について、検討を行うこと。  

 

１３ 診療報酬体系の簡素・合理化について引き続き取り組むとともに、個々の診療報酬

項目の名称について国民に分かりやすいものになるよう検討を行うこと。  

 

１４ 診療報酬における包括化やＩＴ化の進展等の状況変化を踏まえて、診療報酬の請求

方法や、指導・監査等適切な事後チェックに資するための検討を引き続き行うこと。  

 

１５ 明細書発行の実施状況等を検証するとともに、その結果も踏まえながら、患者への

情報提供の在り方について検討を行うこと。  

 

１６ 平成２２年度診療報酬改定の実施後においては、特に以下の項目について調査・検

証を行うこととすること。  

(1) チーム医療に関する評価創設後の役割分担の状況や医療内容の変化及び病院勤務医

の負担軽減の状況  

(2) 在宅医療の実施状況及び医療と介護の連携状況  

(3) 在宅歯科医療及び障害者歯科医療の実施状況  

(4) 義歯修理の実施状況、義歯に関する患者満足度の状況及び歯科技工士の雇用状況  

(5) 後発医薬品の処方・調剤の状況  

 

なお、上記の事項については、できるだけ早急に取組を開始するとともに、国民がより

質の高い医療を受けることが出来るよう、幅広い視点に立って、診療報酬のあり方につい

て検討を行うこと。  

 























































































































































別紙４
保険医療機関及び保険医療養担当規則（昭和三十二年厚生省令第十五号）

改 正 案 現 行

（領収証等の交付） （領収証等の交付）
第五条の二 （略） 第五条の二 （略）
２ 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 保 険 医 療 機 関 ２ 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 保 険 医 療 機 関

は、前項に規定する領収証を交付するに は、前項の場合において患者から求めら
当たつては、正当な理由がない限り、当 れたときは、当該費用の計算の基礎とな
該費用の計算の基礎となつた項目ごとに つた項目ごとに記載した明細書を交付し
記載した明細書を無償で交付しなければ なければならない。
ならない。

（診療の具体的方針） （診療の具体的方針）
第二十条 医師である保険医の診療の具体 第二十条 医師である保険医の診療の具体

的方針は、前十二条の規定によるほか、 的方針は、前十二条の規定によるほか、
次に掲げるところによるものとする。 次に掲げるところによるものとする。
一 （略） 一 （略）
二 投薬 二 投薬

イ～ハ （略） イ～ハ （略）
ニ 投薬を行うに当たつては、後発医 ニ 投薬を行うに当たつては、後発医

薬品の使用を考慮するとともに、患 薬品の使用を考慮するよう努めなけ
者に後発医薬品を選択する機会を提 ればならない。
供すること等患者が後発医薬品を選
択しやすくするための対応に努めな
ければならない。

ホ～ト （略） ホ～ト （略）
三～七 （略） 三～七 （略）
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（歯科診療の具体的方針） （歯科診療の具体的方針）
第二十一条 歯科医師である保険医の診療 第二十一条 歯科医師である保険医の診療

の具体的方針は、第十二条から第十九条 の具体的方針は、第十二条から第十九条
の三までの規定によるほか、次に掲げる の三までの規定によるほか、次に掲げる
ところによるものとする。 ところによるものとする。
一 （略） 一 （略）
二 投薬 二 投薬

イ～ハ （略） イ～ハ （略）
ニ 投薬を行うに当たつては、後発医 ニ 投薬を行うに当たつては、後発医

薬品の使用を考慮するとともに、患 薬品の使用を考慮するよう努めなけ
者に後発医薬品を選択する機会を提 ればならない。
供すること等患者が後発医薬品を選
択しやすくするための対応に努めな
ければならない。

ホ・へ （略） ホ・へ （略）
三～九 （略） 三～九 （略）

（処方せんの交付） （処方せんの交付）
第二十三条 保険医は、処方せんを交付す 第二十三条 保険医は、処方せんを交付す

る場合には、様式第二号又はこれに準ず る場合には、様式第二号又はこれに準ず
る様式の処方せんに必要な事項を記載し る様式の処方せんに必要な事項を記載し
なければならない。 なければならない。

２ （略） ２ （略）

※ 様式第二号を別添のとおり改正。
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区　分 　　　　        　　

備考

　判断した場合には、当該薬剤の銘柄名の近傍にその旨記載することとし、「保険医署名」欄には何も記載しないこと。

２．この用紙は、日本工業規格 Ａ 列５番とすること。

３．療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号）第１条の公費負担医療については、「保

　険医療機関」とあるのは「公費負担医療の担当医療機関」と、「保険医氏名」とあるのは「公費負担医療の担当医氏名」と読み替える

　ものとすること。

別 添

処　　　方　　　せ　　　ん

（この処方せんは、どの保険薬局でも有効です。）

公費負担者番号 保 険 者 番 号

公費負担医療
の受給者番号

特に記載のある場合
を除き、交付の日を含
めて４日以内に保険薬
局に提出すること。

被保険者証・被保険
者手帳の記号・番号

　　　　　　　・

患
　
　
者

被保険者 被扶養者

保険医療機関の
所在地及び名称

電 話 番 号

保 険 医 氏 名

交付年月日 　平成　　 年 　　月 　　日
処 方 せ ん の
使　用　期　間

平成　年　月　日

氏　名

生年月日

明
大
昭
平

　年  月  日 男・女

保険薬局の所在
地 及 び 名 称
保険薬剤師氏名

公費負担医療の
受 給 者 番 号

１．「処方」欄には、薬名、分量、用法及び用量を記載すること。その際、処方薬の一部について後発医薬品への変更に差し支えがあると

処
　
　
　
　
　
　
　
方

備
　
　
考

調剤済年月日 平成　　年　　月　　日 公費負担者番号

点数表

番号

医療機関

コード

都道府県

番号

印

後発医薬品（ジェネリック医薬品）への変更が

全て不可の場合、以下に署名又は記名・押印

保険医署名

印
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別紙５
保険薬局及び保険薬剤師療養担当規則（昭和三十二年厚生省令第十六号）

改 正 案 現 行

（領収証の交付） （領収証の交付）
第四条の二 （略） 第四条の二 （略）
２ 厚生労働大臣の定める保険薬局は、前

項に規定する領収証を交付するに当たつ
ては、正当な理由がない限り、当該費用
の計算の基礎となつた項目ごとに記載し
た明細書を無償で交付しなければならな
い。
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別紙６
高齢者の医療の確保に関する法律の規定による療養の給付等の取扱い及び担当に関する

基準（昭和五十八年厚生省告示第十四号）

改 正 案 現 行

（領収証等の交付） （領収証等の交付）
第五条の二 （略） 第五条の二 （略）
２ 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 保 険 医 療 機 関 ２ 厚 生 労 働 大 臣 の 定 め る 保 険 医 療 機 関

は、前項に規定する領収証を交付するに は、前項の場合において患者から求めら
当たつては、正当な理由がない限り、当 れたときは、当該費用の計算の基礎とな
該費用の計算の基礎となつた項目ごとに つた項目ごとに記載した明細書を交付し
記載した明細書を無償で交付しなければ なければならない。
ならない。

（診療の具体的方針） （診療の具体的方針）
第二十条 医師である保険医の診療の具体 第二十条 医師である保険医の診療の具体

的方針は、第十二条から前条までの規定 的方針は、第十二条から前条までの規定
によるほか、次に掲げるところによるも によるほか、次に掲げるところによるも
のとする。 のとする。
一・二 （略） 一・二 （略）
三 投薬 三 投薬

イ～ハ （略） イ～ハ （略）
ニ 投薬を行うに当たつては、後発医 ニ 投薬を行うに当たつては、後発医

薬品の使用を考慮するとともに、患 薬品の使用を考慮するよう努めなけ
者に後発医薬品を選択する機会を提 ればならない。
供すること等患者が後発医薬品を選
択しやすくするための対応に努めな
ければならない。
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ホ～ト （略） ホ～ト （略）
四～八 （略） 四～八 （略）

（歯科診療の具体的方針） （歯科診療の具体的方針）
第二十一条 歯科医師である保険医の診療 第二十一条 歯科医師である保険医の診療

の具体的方針は、第十二条から第十九条 の具体的方針は、第十二条から第十九条
の三までの規定によるほか、次に掲げる の三までの規定によるほか、次に掲げる
ところによるものとする。 ところによるものとする。
一・二 （略） 一・二 （略）
三 投薬 三 投薬

イ～ハ （略） イ～ハ （略）
ニ 投薬を行うに当たつては、後発医 ニ 投薬を行うに当たつては、後発医

薬品の使用を考慮するとともに、患 薬品の使用を考慮するよう努めなけ
者に後発医薬品を選択する機会を提 ればならない。
供すること等患者が後発医薬品を選
択しやすくするための対応に努めな
ければならない。

ホ・ヘ （略） ホ・ヘ （略）
四～九 （略） 四～九 （略）

（領収証の交付） （領収証の交付）
第二十六条の五 （略） 第二十六条の五 （略）
２ 厚生労働大臣の定める保険薬局は、前

項に規定する領収証を交付するに当たつ
ては、正当な理由がない限り、当該費用
の計算の基礎となつた項目ごとに記載し
た明細書を無償で交付しなければならな
い。
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